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（単位：千円）

貸　借　対　照　表
（2023年３月31日現在）

科　　目 金　　額
（資産の部）

流　動　資　産 1,772,953
現 金 及 び 預 金 1,692,239
未 収 入 金 65,574
商 品 6,655
貯 蔵 品 2,163
前 払 費 用 6,255
そ の 他 64

固　定　資　産 3,811,149
有 形 固 定 資 産 3,683,859

建 物 2,533,062
構 築 物 148,420
機 械 装 置 140,721
車 両 及 び 運 搬 具 4,915
工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 168,742
建 設 仮 勘 定 687,996

無 形 固 定 資 産 33,648
電 話 加 入 権 569
ソ フ ト ウ ェ ア 33,078

　投資その他の資産 93,641
投 資 有 価 証 券 22,000
長 期 前 払 費 用 865
繰 延 税 金 資 産 70,427
そ の 他 348

資　　産　　合　　計 5,584,102

科　　目 金　　額
（負債の部）

流　動　負　債 212,863
買 掛 金 27,879
未 払 金 27,320
設 備 未 払 金 26,926
未 払 法 人 税 等 4,716
未 払 消 費 税 等 29,373
未 払 費 用 3,338
前 受 金 10,510
預 り 金 492
賞 与 引 当 金 10,084
資 産 除 去 債 務 69,861
そ の 他 2,359

固　定　負　債 207,576
預 り 保 証 金 70,884
退 職 給 付 引 当 金 127,808
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 8,884
負　債　合　計 420,440
（純資産の部）

株　主　資　本 5,163,661
資 本 金 1,125,000
利 益 剰 余 金 4,038,661

利 益 準 備 金 80,633
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,958,028

別 途 積 立 金 3,400,000
繰 越 利 益 剰 余 金 558,028

純  資  産  合  計 5,163,661
負債・純資産合計 5,584,102
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（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益
売 上 高 8,373
貸 室 収 入 342,647
売 店 収 入 170,249
食 堂 収 入 59,406
使 用 料 収 入 408,327
広 告 収 入 66,498
付 帯 事 業 収 入 114,406 1,169,908

売 上 原 価 6,668
売　　 上　　 総　　 利　　 益 1,163,239

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 912,699
営 業 利 益 250,540

営 業 外 収 益
受 取 利 息 40
受 取 配 当 金 110
雑 収 入 19,005 19,156

営 業 外 費 用
雑 支 出 15 15
経 常 利 益 269,680

特 別 利 益
国 庫 補 助 金 等 受 入 額 18,725
固 定 資 産 除 去 費 用 負 担 金 451 19,176

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 87,780
固 定 資 産 圧 縮 額 13,149
空 港 施 設 使 用 料 助 成 金 3,137 104,067

税 引 前 当 期 純 利 益 184,789
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,472
法 人 税 等 調 整 額 54,039 57,511
当 期 純 利 益 127,278

損　益　計　算　書
2022年４月１日から
2023年３月31日まで

⎛
⎝

⎞
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（単位：千円）

株 主 資 本

純資産合計
資　本　金

利　　益　　剰　　余　　金

株主資本
合　　計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合　　　計

別途積立金 繰 越 利 益
剰　余　金

当 期 首 残 高 1,125,000 76,133 3,200,000 680,249 3,956,383 5,081,383 5,081,383

事 業 年 度 中
の 変 動 額

剰 余 金 の
配 当 △　45,000 △　45,000 △　45,000 △　45,000

剰余金の配当
に 伴 う 利 益
準備金の積立

4,500 △　4,500

別 途 積 立 金
の 積 立 200,000 △　200,000

当 期 純 利 益 127,278 127,278 127,278 127,278

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計 4,500 200,000 △　122,221 82,278 82,278 82,278

当 期 末 残 高 1,125,000 80,633 3,400,000 558,028 4,038,661 5,163,661 5,163,661

株主資本等変動計算書
2022年４月１日から
2023年３月31日まで

⎛
⎝

⎞
⎠
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
　１．資産の評価基準及び評価方法

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等………移動平均法による原価法
⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商　　　　品…………………売価還元法による低価法
貯　　蔵　　品…………………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

り下げの方法）
　２．固定資産の減価償却の方法

⑴ 有形固定資産（リース資産を除く）…定額法によっております。
主な耐用年数は次のとおりであります。

建　　物 ６～38年
構　築　物 10～35年
機械装置 ５～17年
車両運搬具 ４～６年
工具・器具及び備品　３～15年

⑵ 無形固定資産（リース資産を除く）…定額法によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社
内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。

⑶　リース資産　……………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価
額零とする定額法によっております。

　３．引当金の計上基準
　　　　賞　与　引　当　金…………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため支給

見込額に基づき当事業年度に帰属する金額を計上して
おります。

　　　　退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末にお
いて発生していると認められる額を計上しておりま
す。

　　　　役員退職慰労引当金……………役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく
期末要支給額を計上しております。

個　別　注　記　表
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　４．収益及び費用の計上基準
　　　収益認識基準
　　　　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおり
であります。

　　　　不動産事業においては、建物の賃借を行っており、契約期間に応じて期間経過分を収
益として認識しております。その他のサービスの提供については役務提供完了時点で履
行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

（会計上の見積もりに関する注記）
　　　会計上の見積もりにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
繰延税金資産　　70,427千円

　　　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって
見積もっております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を
受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、
翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があり
ます。

（貸借対照表に関する注記）
　１．有形固定資産の減価償却累計額 6,884,334千円　　
　２．国庫補助金等の受入により有形固定資産の取得価額から控除している額

102,168千円　　
　３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　　　短期金銭債権 14,173千円　　
　　　短期金銭債務 10,693千円　　

（損益計算書に関する注記）
　　　関係会社との取引高
　　　　営業取引による取引高

営業収益 170,145千円　　
販売費及び一般管理費 8,026千円　　

（株主資本等変動計算書に関する注記）
　１．当事業年度の末日における発行済株式の総数
　　　　普　通　株　式 112,500株　　
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　２．配当に関する事項
⑴ 配当金支払額

2022年６月10日開催の第44期定時株主総会において、次のとおり決議しております。
　　　　配当金の総額 45,000千円　　
　　　　１株当たりの配当額 400円　　
　　　　基準日 2022年３月31日　　
　　　　効力発生日 2022年６月13日　　

⑵ 基準日が当事業年度の属する配当のうち、配当効力発生日が翌期となるもの
2023年６月22日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次

のとおり提案しております。
　　　　配当金の総額 45,000千円　　
　　　　１株当たりの配当額 400円　　
　　　　基準日 2023年３月31日　　
　　　　効力発生日 2023年６月23日　　
　　　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（税効果に関する注記）
　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
　　賞与引当金 3,071千円　　
　　未払事業税 　1,155千円　　
　　退職給付引当金 38,930千円　　
　　役員退職慰労引当金 2,706千円　　
　　減価償却超過額 1,344千円　　
　　資産除去債務 21,368千円　　
　　その他 1,853千円　　
　　繰延税金資産合計 70,427千円　　

（金融商品に関する注記）
　１．金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入に

より資金を調達することとしております。
⑵ 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である未収入金は、取引先企業等の信用リスクに晒されております。当該リ
スクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪
化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　　　　営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日です。
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　２．金融商品の時価等に関する事項
　　　2023年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる
ものは、次表には含めておりません（注２参照）。

貸借対照表計上額（千円） 時　価（千円） 差　額（千円）

⑴ 現金及び預金 1,692,239　 1,692,239　 −

⑵ 未収入金 65,574　 65,574　 −

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項
⑴ 現金及び預金、⑵　未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

貸借対照表計上額（千円）

⑴ 投資有価証券 22,000

⑵ 預り保証金 70,884

⑴ 投資有価証券
非上場株式については、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とし
ておりません。

⑵ 預り保証金
賃貸物件における賃借人から預託されている受入敷金保証金は、市場価額がなく、かつ、賃借人の
入居から退去までの実質的な預託期間を算定することは困難であることから、合理的なキャッシュ・
フローを見積もることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）
　１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、愛媛県松山市において、賃貸用の旅客ターミナルビル･貨物ターミナルビルを
有しております。

　２．賃貸等不動産の時価に関する事項

貸借対照表計上額（千円） 時　　価（千円）

2,205,801 2,205,801

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当社の賃貸等不動産は建物等減価償却資産のみであり、正規の減価償却計算後の適正な帳簿価額

に基づいた金額を時価として記載しております。

（１株当たり情報に関する注記）
　１．１株当たり純資産額 45,899円21銭　　
　２．１株当たり当期純利益 1,131円36銭　　
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（資産除去債務に関する注記）
　　当社は、国有財産使用許可に基づき使用する土地について、返還時における原状回

復に係る債務を負っております。これらのうち解体・撤去の時期が明確となった貨物
ターミナルビルについては2019年度より資産除去債務を計上しております。資産除去
債務の見積りにあたり、使用見込期間は２～３年間、割引率0.0％を採用しています。

　　なお、旅客ターミナルビルについても返還時における原状回復に係る債務を有して
おりますが、返還時期が明確でなく、資産除去債務を合理的に見積もることができな
いため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　　当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりです。

期首残高　 187,389千円

資産除去債務の履行による減少額 △117,527千円

期末残高 69,861千円

（その他の注記）
　　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。


